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税務訴訟資料 第２５９号－１６５（順号１１２７８） 

東京高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号 更正処分賦課決定処分取消等、各法人税納税告知処

分取消等、各第二次納税義務告知処分取消請求控訴事件 

国側当事者・国（品川税務署長、東京国税局長） 

平成２１年９月２９日棄却・確定 

 （第一審・東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、平成●●年（○○）第●●～第●●号、

第●●号、第●●号、平成２０年１１月２７日判決、本資料２５８号－２２６・順号１１０８４） 

 

判 決 

控 訴 人         株式会社Ａ 

             （以下「控訴人会社」という。） 

同代表者代表取締役    甲 

控 訴 人         乙 

             （以下「控訴人乙」という。） 

控 訴 人         丙 

             （以下「控訴人丙」という。） 

控 訴 人         丁 

             （以下「控訴人丁」という。） 

控訴人ら訴訟代理人弁護士 桜木 秀樹 

被控訴人         国 

同代表者法務大臣     千葉 景子 

処分行政庁        品川税務署長 

             衞藤 重德 

処分行政庁        東京国税局長 

             荒井 英夫 

被控訴人指定代理人    武藤 京子 

             雨宮 恒夫 

             舩津 高歩 

             犖葉 兼一 

             田中 正美 

             森本 利佳 

             神後 善二 

             岡部 博昭 

 

主 文 

１ 本件控訴をいずれも棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人らの負担とする。 

 

事実及び理由 
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第１ 当事者の求めた裁判 

１ 控訴の趣旨 

(1) 原判決を取り消す。 

(2)ア 品川税務署長が控訴人会社に対して平成１６年９月２８日付けでした控訴人会社の平成

１３年１月１日から同年１２月３１日までの事業年度（以下「本件事業年度」という。）に

係る法人税の更正処分のうち、所得金額２１７万０３４１円及び差引所得に対する法人税額

２９万５５００円を超える部分並びに過少申告加算税賦課決定処分を取り消す。 

 イ 品川税務署長が控訴人会社に対して平成１６年９月２８日付けでした控訴人会社の平成

１３年１月１日から同年１２月３１日までの課税期間（以下「本件課税期間」という。）に

係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）の各更正処分のうち、消費税額９

４万２０００円及び地方消費税額２３万５５００円を超える部分並びに過少申告加算税賦

課決定処分を取り消す。 

 ウ 品川税務署長が控訴人会社に対して平成１６年９月２８日付けでした平成１３年１月か

ら同年６月までの各月分及び平成１４年１月から同年６月までの各月分（以下「本件各期間

分」という。）の源泉徴収に係る所得税（以下「本件源泉所得税」という。）の納税告知処分

及び不納付加算税賦課決定処分を取り消す。 

(3)ア 東京国税局長が控訴人乙に対して平成１７年２月４日付けでした控訴人会社の滞納国税

に係る第二次納税義務の納付通知書による告知処分（ただし、平成１７年４月２７日付けで

取り消した後のもの）を取り消す。 

 イ 東京国税局長が控訴人丙に対して平成１７年２月４日付けでした控訴人会社の滞納国税

に係る第二次納税義務の納付通知書による告知処分（ただし、平成１７年４月２７日付けで

取り消した後のもの）を取り消す。 

 ウ 東京国税局長が控訴人丁に対して平成１７年２月４日付けでした控訴人会社の滞納国税

に係る第二次納税義務の納付通知書による告知処分を取り消す。 

(4)ア 東京国税局長が控訴人乙に対して平成１７年４月２７日付けでした控訴人会社の滞納国

税に係る第二次納税義務の納付通知書による告知処分を取り消す。 

 イ 東京国税局長が控訴人丙に対して平成１７年４月２７日付けでした控訴人会社の滞納国

税に係る第二次納税義務の納付通知書による告知処分を取り消す。 

２ 控訴の趣旨に対する答弁 

主文同旨 

第２ 事案の概要 

１ 本件は、 

(1) 控訴人会社が、被控訴人に対し、控訴人会社の本件事業年度の法人税等の確定申告におい

て営業譲渡に係る収益が計上されていないこと等を理由として品川税務署長がした①法人税

の更正処分及び過少申告加算税賦課決定処分、②消費税等の更正処分及び過少申告加算税賦課

決定処分並びに③源泉所得税の納税告知処分及び不納付加算税賦課決定処分について、控訴人

会社は営業譲渡による対価を得たことはなく、控訴人会社の取締役又は従業員が「個人の営業

的価値であるパーソナルグッドウィル（ｐｅｒｓｏｎａｌ ｇｏｏｄｗｉｌｌ）」を譲渡して

その対価を得たものであると主張して、上記各処分の取消しを、 

(2) 控訴人乙、控訴人丙及び控訴人丁（一括して、以下「控訴人丙ら３名」という。）が、被控
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訴人に対し、控訴人会社の取締役又は従業員である控訴人丙ら３名に対する平成１７年２月４

日付けで東京国税局長がした(1)の控訴人会社の法人税等の更正処分等に係る滞納国税に関す

る国税徴収法３９条所定の第二次納税義務の告知処分（以下「第１次納付告知処分」という。）

について、控訴人会社には滞納国税を徴収すべき十分な資産があるなどと主張して、第１次納

付告知処分の取消しを、 

(3) 控訴人乙及び控訴人丙が、被控訴人に対し、控訴人乙及び控訴人丙について第１次納付告

知処分の一部を取り消し、当該部分について、平成１７年４月２７日付けで東京国税局長がし

た国税徴収法３９条所定の第二次納税義務の告知処分（以下「第２次納付告知処分」という。）

について、控訴人会社には滞納国税を徴収すべき十分な資産があるなどと主張して、第２次納

付告知処分の取消しを 

それぞれ求めた事案である。 

 原審は、控訴人らの本件各請求をいずれも理由がないと判断して棄却したため、控訴人らが

これを不服として控訴した。 

２ 本件における「前提事実（争いのない事実並びに文中記載の証拠及び弁論の全趣旨により容易

に認められる事実）」、「本件各処分の適法性に関する被控訴人の主張」、「争点」及び「争点に関

する当事者の主張の概要」は、原判決を次のとおり補正し、当審における控訴人らの補充主張を

次のとおり付加するほかは、原判決の「事実及び理由」中の第２の１ないし４に記載のとおりで

あるから、これを引用する。 

(1) 原判決８頁２５行目の「法人税上」を「法人税法上」に改める。 

(2) 当審における控訴人らの補充主張 

 本件取引は、控訴人丙ら５名が個人に帰属していた営業権であるパーソナルグッドウィルを

譲渡し、直接その対価の支払いを受けたのであり、控訴人会社が事業を譲渡して、その対価の

支払いを受けたわけではないから、本件各処分は取り消されるべきである。 

ア(ア) 本件契約書（甲６）について 

 本件契約書は、平成１３年３月１９日付けで作成され、その前文では、同日に効力が生

じることを、１．１条では、平成１２年１２月３１日以降できるだけ早く本件取引を完了

させるため最善の努力を尽くすことを定めている。しかし他方、同年１１月には控訴人会

社及びＧ社の事業はすべてＣ社に移転し、平成１３年１月４日にはＣ社での事業が開始し

て、本件契約書で譲渡の対象とされている営業用資産はＣ社で同日から使用が始まり、従

業員もＣ社に転籍し、社会保険料等の支払いもＣ社において行っていた。したがって、本

件契約書は、本来作成される必要性がなかったものである上、契約書の内容も、作成日付

より前の期日である平成１２年１２月３１日を履行日とし、かつ、実際の履行日である同

年１１月よりも後の期日を履行日として定めるなどの矛盾があり、このような事後的に作

成された本件契約書に基づいて本件取引の内容を確定するのは相当ではない。 

 また、本件契約書は、控訴人丙ら５名もそれぞれ契約当事者となっており、内容的にも、

控訴人丙ら５名が当事者となっている契約等に変更がないことや倒産手続が開始されて

いないことを誓約事項とした上で、これに違反があった場合には控訴人丙ら５名、控訴人

会社及びＧ社が買主の損害を補填するとの条項があるなど、控訴人丙ら５名の個人に帰属

していた営業権の譲渡を前提にしているから、会社間の単なる事業譲渡に関する契約書で

ないことは明らかである。 
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(イ) 控訴人丙は、英語をほとんど読めなかったので、ＮことＮの説明を受けて、本件契約

書がそれまでの交渉をまとめたＤ社内用の書類であるとの認識で、その内容を十分に確認

しないままこれに署名したにすぎない。 

イ 本件意思確認書（甲５）について 

 本件意思確認書４項は、事業譲渡の方法を株式の譲渡又はパーソナルグッドウィルの譲渡

の方法によるとしているし、通常の事業譲渡であれば控訴人会社に支払われるはずの対価を

控訴人会社の株主に対して支払うと定めている。ここで対象となる株主とは、創業者で経営

幹部である主要株主やそれに準じる者であり、本件においては、控訴人丙ら５名がこれに当

たる。したがって、本件取引は、原判決が認定した事業譲渡とは明らかに異なっており、本

件意思確認書４項からも、株式の譲渡又はパーソナルグッドウィルの譲渡の方法により事業

が承継されたものと考えるべきである。 

ウ 本件取引の交渉経過について 

 控訴人らとＣ社及びＤ社は、それまでも慎重に事前の交渉を進めてきていたのであるから、

本件意思確認書の内容と異なる方法で本件取引を実施するのであれば、再度覚書をかわすか、

メールでのやり取りを経るはずであるが、実際にはそのような形跡は全くない。むしろ、そ

の後の平成１２年１１月２０日付けのＤ社の書簡（甲１７。平成１２年１１月の書簡）では、

Ｄ社が事業の譲渡を受ける場合は、株式の譲渡ではなく、パーソナルグッドウィルの譲渡に

よることが典型的であると指摘して、Ｄ社は、パーソナルグッドウィルの譲渡の方法による

事業承継を行うことを明確にしており、また、同年１２月１日付けのＤ社の幹部であるＮの

電子メール（甲１８。平成１２年１２月の電子メール）にも「控訴人丙のグッドウィルとい

う概念」との表現があるところ、その後の交渉過程でも当事者の意図が変更されたことは窺

われないから、平成１３年１月１日の事業承継は、パーソナルグッドウィルの譲渡という手

法により行われたものと見るべきである。 

 また、原判決が認定した通常の事業譲渡とパーソナルグッドウィルの譲渡では、前者の方

法が税務上も控訴人らに不利となるのであるから、あえて前者の方法に変更する理由がなく、

平成１２年１１月２０日まで当事者間で合意されていた内容が特段の理由もなく突然変更

されたと考えるのは明らかに不自然である。なお、検査役報告書（甲７）の営業譲渡契約案

及び平成１２年１２月３１日付けの営業譲渡契約書（乙１４）の記載内容について控訴人ら

は全く了知しておらず、控訴人らの関与がないままＣ社が一方的に作成したものにすぎない。 

エ 本件取引の対価の受取人について 

 通常の事業譲渡であれば、その対価は、Ｃ社から控訴人会社及びＧ社に支払われるべきと

ころ、本件取引では、事前にＤ社から控訴人丙らに対して分配額が確認され、控訴人丙らが

指示した分配額に従ってＣ社から控訴人丙ら５名の個人名義の口座に送金されており、これ

は実質的にはＤ社から控訴人丙ら５名への対価の支払いであって、本件意思確認書４項の記

載にも合致している。そして、Ｄ社は、事業承継の方法として株式の譲渡を受ける方法とパ

ーソナルグッドウィルの譲渡を受ける方法とを控訴人会社に提案していたところ、本件取引

では、控訴人会社の株式がＣ社に譲渡されていないのであるから、上記送金は、パーソナル

グッドウィルの譲渡の合意に基づく控訴人丙ら５名への対価の支払いと見るのが最も自然

である。 

 控訴人丙は、控訴人会社の代表者として、Ｃ社から２５７１万７８１９円の支払いを、ま
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た、控訴人丙ら５名は、Ｄ社から合計３億９４４０万２３８５円の支払いを受けているとこ

ろ、当事者は、前者を控訴人会社からＣ社への事業用資産譲渡の対価、後者をパーソナルグ

ッドウィルの譲渡の対価と区別して考えていたのであり、本件意思確認書の内容が平成１２

年１１月の事業承継において実現されたものということができる。 

オ Ｄ社ＣＥＯであるＲ（以下「Ｒ」という。）の証言について 

 Ｒは、別件の訴訟（東京地方裁判所平成●●年(○○)第●●号、平成●●年(○○)第●●

号、同第●●号事件。以下「別件訴訟」という。）において、本件取引に関して、控訴人丙ら

がビジネスをやめることに対する対価及び競業避止の対価を個人に対して支払うとの意思

を有していたこと、この支払いは控訴人丙が人脈及びノウハウを生かして新会社で勤務する

ことにより事業がスムーズに継続されることに対する対価としての性質を有することを供

述し、また、平成１０年８月の最終的な合意を本件意思確認書で文書化したものであると供

述しており（甲２６）、この供述内容に照らしても、本件取引は、パーソナルグッドウィル

　の譲渡の方法により事業が承継されたものと考えるべきである。 

カ 租税法律主義違反について 

 課税の前提となる法形式の選択は当事者の自治に委ねられているところ、本件では、取引

の準拠法としてＳ州法が選択され、同州で認められているパーソナルグッドウィルの譲渡と

いう手法が取られたにもかかわらず、原判決は、譲渡の対価が控訴人丙ら個人に支払われた

との明白な事実に反して、当事者が選択していない法形式を前提に本件各処分を適法なもの

としているから、租税法律主義に反するというべきである。 

第３ 当裁判所の判断 

 当裁判所も、控訴人らの請求はいずれも理由がないものと判断する。その理由は、原判決を次の

とおり補正し、当審における控訴人らの補充主張に対する判断を付加するほかは、原判決の「事実

及び理由」中の第３に説示するとおりであるから、これを引用する。 

１(1) 原判決１３頁１８行目、１９行目の「当社」を、いずれも「Ｄ社」に改める。 

(2) 同１５頁４行目から６行目までを、次のとおり改める。 

「 Ｄ社は、控訴人会社の代表取締役である控訴人丙宛の平成１２年１１月２０日付けの書簡

（甲１７。以下「平成１２年１１月の書簡」という。）を作成し、控訴人丙は、控訴人会社

の代表者として、この記載内容を承認し、同意する趣旨でこれに署名した。その内容は、以

下のとりである。」 

(3) 同１５頁８行目、９行目、１２行目、１３行目、１５行目の「当社」を、いずれも「Ｄ社」

に改める。 

(4) 同１５頁１６行目の「資産」を「資本」に改める。 

(5) 同１６頁４行目の「１５０万ドル以上で、」を「１５０万ドル以上、又は、」に改める。 

(6) 同２０頁３行目の「５月」を「６月」に改める。 

(7) 同２０頁１８行目の「４条」を「４項」に改める。 

(8) 同２１頁１３行目から１４行目にかけて、同２２頁２行目、４行目、６行目、同２３頁１

７行目の「原告ら５名」をいずれも「控訴人丙ら５名」に改める。 

(9) 同２４頁１６行目の「原告丙ら」を「控訴人丙及び控訴人乙」に改める。 

(10) 同２８頁２４行目の「原告ら５名」を「控訴人丙ら５名」に改める。 

(11) 同２９頁１４行目、１６行目から１７行目にかけて、１８行目の「不申告加算税」をいず
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れも「無申告加算税」に改める。 

２ 当審における控訴人らの補充主張に対する判断 

(1) 本件契約書（甲６）について 

 本件契約書が取引の履行後に作成されていることなどから、このような本件契約書に基づき

本件取引の内容を確定することは相当でないと控訴人らは主張する。しかしながら、契約書を

作成する目的には法律関係を明確にしておくという効果もあり、本件においても、本件取引に

ついての法律関係を明確にして当事者に対する法的拘束力を持たせること（第ＶＩ章 ６．１

項参照）を目的として本件契約書が作成されたものと考えられるのであり、単に事業の譲渡に

伴ない資産の使用開始等が事実上先行していたからといって、契約書を作成する意味がなくな

るものではない。そして、本件契約書は、本件取引の交渉経過を踏まえた上で、当事者間にお

ける合意の内容を明確にしておくために作成されたものと推認されるから、控訴人らの上記主

張を採用することはできない。 

 また、本件契約書の条項には控訴人丙ら５名個人とＣ社との営業権の譲渡を前提とする事項

が含まれているとの点については、原判決２３頁から２４頁の第３の１(2)カにおいて説示し

ているとおりであり、また、控訴人丙が内容を十分に確認しないまま本件契約書に署名したと

の点については、原判決２３頁の第３の１(2)オにおいて説示しているとおりであり、いずれ

も控訴人らの主張を採用することはできないというべきである。なお、別件訴訟におけるＲの

証言（甲２６）によれば、Ｒは、控訴人丙との間では英語でメールのやりとりをしており、控

訴人丙が英語をよく理解していると供述しているのであり、控訴人丙が本件契約書の内容を十

分認識できないまま署名したとは認めることができない。 

(2) 本件意思確認書（甲５）について 

 本件意思確認書の４項に基づき本件取引をパーソナルグッドウィルの譲渡の方法によると

合意されたとは認めることができないことは、原判決２１頁から２３頁の第３の１(2)エにお

いて説示しているとおりであり、本件意思確認書の４項についての控訴人らの主張を採用する

ことはできない。 

(3) 本件取引の交渉経過について 

 平成１２年１１月の書簡（甲１７。原判決１５頁のオ）は、あくまでも本件意思確認書の内

容を確認するものにすぎないところ、本件意思確認書に基づき本件取引をパーソナルグッドウ

ィルの譲渡の方法によると合意されたとは認めることができないことは前記のとおりであり、

また、平成１２年１２月の電子メール（甲１８。原判決１５頁から１６頁のカ）も、本件取引

の合意内容について直接言及したものとは認められないから、これらの書証により、本件取引

がパーソナルグッドウィルの譲渡の方法によったものであるとの控訴人らの主張は採用する

ことができない。 

 なお、検査役報告書に添付された営業譲渡契約案（甲７）と、平成１２年１２月３１日付け

の営業譲渡契約書（乙１４）とは同一の内容であると認められるところ、控訴人丙は、控訴人

会社及びＧ社双方の代表取締役としてこれらに署名押印しており、平成１０年から平成１２年

末ころまでは両者の代表取締役印を自ら保管していたにもかかわらず、その内容を了知してい

ない理由については合理的な説明をしていないから、この点についての控訴人丙の原審におけ

る供述部分は採用することができない。 

(4) 本件取引の対価の受取人について 
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 控訴人らは、Ｃ社から控訴人丙ら個人への振込みが、実質的にはＤ社からの対価の支払いで

あって、本件意思確認書４項が実現されたものであると主張する。しかしこれは、本件契約書

第Ⅰ条 １．３項にある「購入価格の支払いは米ドルにて売主が指定する銀行口座へ送金され

る。」との条項に従って、売主であった控訴人会社が指定した控訴人丙ら５名の個人名義の口

座に送金されたものと解することができるし、Ｄ社は本件契約書における直接の契約当事者に

はなっていないのであるから、控訴人丙ら５名の個人名義の口座に対価が振り込まれているか

らといって、ただちに控訴人丙ら５名がパーソナルグッドウィルを譲渡した対価の支払いを受

けたことになるものではない。 

(5) Ｒの証言について 

 甲２６によれば、別件訴訟において、Ｒは、本件取引に関して支払われた金員について、控

訴人丙ら５名の個人からパーソナルグッドウィルを譲り受けた対価であると供述しているわ

けではなく、控訴人会社を買収した対価であると供述しているにすぎないのであり、Ｒの証言

により、本件取引がパーソナルグッドウィルの譲渡の方法によったものとは認めることができ

ない。 

(6) 租税法律主義について 

 原判決は、本件契約書による合意が本件取引についての最終的な合意であり、これに基づき

控訴人会社に事業譲渡の対価が支払われたとの認定判断を踏まえて本件各処分を適法と判断

したものであり、そのことが控訴人らの主張する取引の法形式と異なる控訴人らに不利益なも

のであるからといって、租税法律主義に反することにはならないのであり、控訴人らの主張は

採用することができない。 

３ 結論 

 よって、これと結論を同じくする原判決は相当であり、本件控訴はいずれも理由がないから、

これを棄却することとし、主文のとおり判決する。 

 

東京高等裁判所第１６民事部 

裁判長裁判官 奥田 隆文 

   裁判官 坂井 満 

   裁判官 黒津 英明 


